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　共生社会を目ざし、インクルーシブ教育の推進が求められている。小・中学校における「合
理的配慮」や「基礎的環境整備」が今後さらに求められるようになる中、発達障害のある児
童生徒がどのような指導・支援を受けているのか、また、市町村教育委員会がどのような支
援システムを構築し取組を進めているのか等を把握した今回の調査は、貴重な資料となると
考える。
　現状としては、市町村の人口規模による資源の少なさ、対象となる児童生徒やニーズの多
さから独自のシステムが必要になる市町村と、それぞれに課題がある。しかし、それぞれの
市町村で解決に向けて展開されている工夫された取組の内容は、同じ課題を抱える市町村に
とって、次の一歩を考える一助となるのではないかと考える。
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